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2 なお,本稿の利益内容に基づ く考えとは別に,秋葉 (1977)は,｢勘定分割｣および
｢勘定分解｣という概念を用いて三分法を理論的に検討している｡
















































































4 新井 (2000)pp.18-ユ9,服部 (1988)p.7など｡

















資 本 金 100









































①-1 商 品 100 / 受 入 軒 品 100
①-2 払 出 現 金 100､/ 現 金 100
②-1 現 金 120 / 受 入 現 金 120































②-1 現 金 120 / 売 上 120






① 商 品 100 / 現 金 100




































(∋ 10 @ 120
③期末残 30





















① 商品(現金出) 100 / 現 金 100
② 現 金 120 / 商品(現金入) 120










① 仕 入 100 / 現 金 100








































分記法 と三分法についての-試論 一 利益概念の立場から-
ことができるであろう12｡
143














12 安平 (1993)では,売上原価対立法 (安平氏の命名では ｢売上高 ･売上原価表示法｣)
が商業簿記の理論や教育面で有用であるとしている｡ここでは三分法の前提 として分記
法の記帳が困難であるということがあるとした上で,｢もしこの前提が崩れた場合には,
本則に立ち返って,分記法的な処理がなされるべきである｣(p.79)としている｡分記法
が本則的なものであるとしているのである｡さらに現行実務面でも ｢一方では,商品別 ･
部門別等の利益管理の必要上,個別的な処理を行わざるをえないという事情,他方では,
会計処理のコンピュータ化によって,継続記録法の採用が困難ではな くなったという事
情,この両者があいまって分記法的な処理を進展させている｣(p.80)と述べ,売上高 ･
売上原価表示法の有用性を強調しておられるのである｡ここでは基本的に純資産純増減
を利益の実態 としていると考えられるが,販売時点で売上原価が確定できないときでも,
決算時点で商品勘定から売上原価勘定への振替をすることによって損益計算は可能であ
ると述べている｡
